
6.更なる事故収束活動の充実・強化(3/3) 屠〕

⑥原子力災害が発生した場合においても、確実な事故収束活動を実施するため、体制の

整備、資機材の確保等を実施しています。

I 原子力災害対策支援拠点の充実及び訓練 l 
0原子力災害対策支援拠点の候補地を2箇所追加し、 「薩摩川内市湯田用地」において、確実に活動ができることを訓練にて

運用の向上を図りました。 検証。また、ヘリコプターを用いた資機材輸送の訓練も実施。

【追加】

・薩摩川内市湯田用地（約10,000ni)

・薩摩川内市隈之城用地（約6,4ooni)

0原子力災害対策支援拠点の設営・運営訓練と併せて、
移動式ホールボディカウンタ(WBC)車を使用した訓練

を実施しました。

緊急自動車の登録

〇発電所に配備しているモニタリングカー及び

原子力事業所災害対策支援拠点への資機材等

の輸送用車両について、原子力災害発生時

に、機動的かつ有効的な活動を行うため、

緊急自動車＊として登録しました。

＊緊急自動車

緊急用務の遂行という公益目的を達成するために、

道路交通法第39条第1項及び道路交通法施行令第13条

において厳格な規定で定義された車両をいう。

二
“'夏虞方

輸送用車両
（屋根部）



7.まとめ（事故収束活動の更なる充実に向けて） 国］
グ ヽ

⑥当社は、発電所における安全性向上に対する設備面および現場対応力の対策を充実さ

せることにより、重大事故の発生を防止し、外部に影響を及ぼすことがないように事業

者として責任を持って取り組んでまいります。

⑥また、重大事故を防止する安全対策に限らず、万一、重大事故が発生した場合の事故

収束活動についても原子力事業者としての責務を果たしてまいります。訓練等の活動を

通じて、継続的に初動対応体制の維持、資機材等の充実、対応能力の向上等に努める

とともに、緊急事態支援組織や他の原子力事業者との連携を進めてまいります。

⑨引き続き、当社は、新規制基準の枠組みにとどまることなく、安全性をより一層高める対

策を、これまでと同様に自主的かつ継続的に進めてまいります。今後も発電所の安全

性・信頼性の向上に努め、当社の取り組みについて、地元をはじめ皆さまにご理解いた

だけるよう全力で取り組んでまいります。

ヽ ノ



第2章

川内原子力発電所発災時における

原子力災害対策プラン



1 ■ 原子力災害発生時の住民避難(1/2) 

く原子力災害対策重点区域の概要＞
⑥鹿児島県地域防災計画では、原子力災害対策指針に示されている「原子力災害対策重

点区域」として、発電所より概ね5kmを目安とするPAZ圏内、発電所より概ね5~30k

mを目安とするUPZ圏内の対象地区名を明らかにしています。
⑥川内地域における原子力災害対策重点区域は、 PAZ圏内は薩摩川内市、 UPZ圏内は

7市2町にまたがっています。
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PAZ.（予防的防護措置を準備する区域）：
BB 0印 OO乙
⇒ 急速に進展する事故を想定し、事故が発
生したら直ちに避難等を実施する区域
さつません t知し

1市（薩摩川内市）
住民数：4>902人※

ペく5 エ如鑽＇ ＞ 
Z（緊急時防護措置を準備する区域）：
リ四 nd巳晒紐oo

] 
Planng lDr1e 

姶良市 I ~ 事故が拡大する可能性を踏まえ、避難や
ぐ 屋内退避等を準備する区域

布高（薩雀蘭丙‘市、いちき箪木き叶市、向
いずみし ひおき

久根市、鹿児島市、出水市、日置
し あいらし らょうながしまちょう

市、姶良市、さつま町、長島町）

※人口は平成左洋4月1日現在~｀王民数：エ9,玉D人※



1 ■ 原子力災害発生時の住民避難(2/2) I 23 
<PAZ圏内やUPZ圏内に居住されている住民のみなさまの避難の概要＞

ロ
⑨ 当社の原子力発電所は、事故が発生した場合においても幾重もの対策により、原子力発電所の安全が確保できますが、万ー原子
力災害が発生した場合の住民の皆様の速やかな段階的避難のため、当社は、「原子力災害対策特別措置法」（原災法）に基づき、
国・自治体へ通報連絡を実施します。

⑨ 当社からの通報連絡を受けた国・自治体の指示によりPAZ圏内（発災発電所から5km圏内）やUPZ圏内（発災発電所から5~
30km圏内）に居住されている住民のみなさまは、事象の進展や放射性物質の放出状況にあわせて避難を実施します。

◎ 当社はこの住民避難に関して、福祉車両の提供や運転手の派遣など、原子力発電所外の災害対応の支援を行うこととしています。

［幾璽もの対策による原子力発電所の安全確保］ それでも、
事故に至ったら

それでも、燃料の
損傷を想定

T
 

それでも、格納容器
の破損を想定

［事故進展に応じた住民避難対応］

↓
 

□ (』；；；包戸（ふ五；；しー 口
それでも、放射性物質の
閤辺への拡散を想定

一 I 原災法15条車象 】

原子カプラントの
安全レベルが

低下するような事態

（警戒事態）
例：震度6弱以上の

地震発生等

公衆を放射性物質から
保護する機能が喪失

されるような事態

（施設敷地緊急事態）
例：全交流電源喪失等

要支援者の避難、 l要支援者の避難開始、
屋内退避の準備開始 屋内退避

［住民の避難準備開始
安定ヨウ素剤服用の準備

開始

放射性物質がプラント外へ
放出される可能性が

非常に高まるような事態

（全面緊急事態）
例，炉心損傷、冷却機能喪失等

放射性物質が
プラント外へ放出され
立入制限が必要なエリアが

特定される事態

I住民の避難開始 一

、

安定ヨウ素剤の服用

冒璽 住民の屋内退避の準備開

始
住民の屋内退避

区域内の住民避難＊

＊空間放射線量率に左右されるが、一般的には1週間程度内で一時避難する。



2 事業者の取り組み(1/8) 

く万ーの避難等のための迅速な通報連絡（情報発信）＞
: 

令原子力災害が発生した場合、 原子力事業者は、「原子力災害特別措置法」（原災法）に基づ

き、速やかに国・自治体へ通報連絡を実施します。 また、原子力事業者から国・関係自治体

への通報については、 地上回線に加え、衛星通信回線など、多様な手段を確保しています。

（警戒事象発生時の通報連絡経路）

--ト--r-1伸、＋力規制委員会 原了力規制庁
： 原子力災害対策・核物質肋護課 （原＋力規制委員会）

鹿児烏県 ／泉＋力安令対策諜 （鹿児島県知事）

臨学）1|内市 防災安全課（薩摩川l勺市長）

いちき串木野市 まちづく りIV」災諜

阿久根巾総務課

鹿児島市危機符理課

出水市 安全安心推進諜

ロ岡市総務諜

姶良巾 厄機竹理課

さつま町 総務課

反島町総務課

, __や1}｛砂粗，県苦楽本部

菩察岩 （商庶川内、いちき出木野、阿久根、鹿児烏内、出水、 Fl迎、
始良、さつま）

消防局（薩摩川内市、鹿児島市）

-•|消防本部 （いちき串木野市、 出水市、 U 岡市、姶良市、さつま町）
阿久根地区泊防組合

JI|内労働址準監督署

串木野海上保如15 瞥備救難晶

紆済産業省 資隙エネルギー庁掠、＋力政策課

→ ：ファクシミリ栽置等による連絡
---―► ・屯話による速絡

（原災法第10条通報の通報連絡経路）
/.ii柑Iff ( l 1、11 ~1総Pl!K I:i )

{· }）規 ：hll 委 i t会 1片( {· }） }ji i1i ljji •
［力 災布対策・核物質防護課 (Iji(｛・）J規制委員会）

鹿児島県 1）;［ r)J安令対策課（又は、 1化児島県災‘心対策仁9i;*）
森府川和i1|i}」災安令課（又ば、 1分Ii川IJ、11|I災'[if対策本部＊）

•-— →1 し‘ ｀らき i l t木野 l i i ま` らづく り防災課
阿久服 ii総務課

罪児島Iiifじ機怜El！課
出加i, 、女令安心推進課
Iii約ii 総務課

始恥Ii f!il幾i:tPli課

さつ士町総務課

lと島町総務課

--—→1劇児島県知呼ぶ：：Ii
究吹羽 (|；和1依川内、し＼らき!|'，ト野、 1,］久根、 1&児1,：,！4、出水、 Ilii’t、

姶良、さつま）

ii'IlUi/,J (Ii杞1';'川内市、鹿児島市）
--—→l m 1り1本部（しヽち き! |'，小野 li1 、 II\ 水 l|I 、 11約 11、始l'よ1|I、さつま11l)
1;,r久根地l><:ii'II坊糾合

JI l l)1J!i(（力規；1ilj‘Ii務所 (l!it(•力保安検在＇訂、 J!i( （）J |i}j 災 ’•り 1 '’ I‘ff)

鹿児島地｝j放射線モニタリング対策I,'，事務JJi
（地｝）放射線モニタ リング対策'1¥)

済I;．f双 省 狩源エネルギー1i.））i!:(・))政篇裸

l孔1'l.i)Ji

伐IJf.f（政策統栢『［付）

祈I;•Iガ叉省 ）LJl-1粋済I;i．久），，｝ 総務企血祁 総務謀

|［= 1  脱災t1；第 1(）条第 IJf(に），しづく通麟
→ • フ ァ ク シミリ装 iPt ぐかによる辿報

・・ ♦ :屯，活による名 1, ：確認
ーーー一► ：屯，；f,による連絡

＊ ・災',;i対硲本蘭只硲が設閥されている島介に1；Jいるふ



2 事業者の取り組み(2/8) 匡り
く住民のみなさまの避難に対する九州電力の役割＞

會原子力災害が発生した場合、発電所周辺に居住されている住民のみなさまの避難につ
いては原子力事業者として、最大限の支援を行います。
◎具体的には、地域ごとに設置された地域原子力防災協議会での議論を踏まえ原子力防
災会議において承認されたエリア毎の「緊急時対応（広域避難計画）」に基づき、事業者
としての役割を果たして参ります。

【川内地域の緊急時対応 (H26.9.12承認）における事業者の主な実施事項】

輸送力に関する支援

避難退域時検査への支援

放射線防護対策施設への
生活物資の備蓄支援

燃料補給の支援

1 具 体的内容 I 

PAZ圏内の要支援者の避難手段として不足する福祉車両やバ
ス及び運転手の確保

避難退域時検査・除染、緊急時モニタリングの要員
及び資機材の支援

保存食、電化製品、雑貨の備蓄支援

モニタリングポスト、オフサイトセンター、
放射線防護対策施設への燃料補給支援



2 事業者の取り組み(3/8)
く輸送力に関する支援＞

屠
グ

ヽ

⑥原子力災害が発生した場合、最初にPAZ圏内（発災発電所から5km圏内）に居住されて

いる住民のみなさまの避難が開始されますが、 要支援者の方の避難に必要な輸送手段

（福祉車両、バス）につきまして、当社からも出来る限り提供致します。

⑨またPAZ避難完了後は、 PAZ避難向けに提供した輸送力を用いて、 UPZ圏内（発災発電

所から5~30km圏内）に居住されている住民のみなさまの避難用として提供致します。

（九州電力からの輸送手段の提供）
【福祉車両】

・ 医療機関、社会福祉施設、在宅要支援者の避難のための福祉車両

については、当社事業所及び薩摩川内市、いちき串木野市の病院、 '-

社会福祉施設へ平成27年4月までに16台を配備

・ 運転手についても九州電力から派遣

【バス】 -■'--

ヽ

ヽ

・ 教育機関の避難等のためのバスについては、地元のバス会社と （ストレッチャー仕様：10台）

原子力災害時に大型・中型バス7台を優先的に当社が確保させて

いただ＜旨の覚書を平成27年6月に締結
・ 運転手についてはバス会社、補助者については九州電力から派遣

※ 上記について、原子力災害時に福祉車両の運転手等として要支援者
の避難支援を行う川内地域の事業所の社員を対象に、平成27年11月に
移動介助や福祉車両の操作等の教育を実施しております。

（平成27年度実績：73人） （車椅子仕様：6台）



2 事業者の取り組み(4/8)

＜避難退域時検査への支援＞
伍
ヽ

♦ UPZ圏内で空間放射線量率が高い区域の住民のみなさまが広域避難する際、 避難退
域時検査を実施し、車両や住民のみなさまの放射性物質の付着の確認と除染を行いま
すが、当社からも、検査及び除染要員の支援を行います。
⑥また、除染等により発生した汚染水・汚染付着物等については当社が処理します。

ノ

（川内地域における避難退域時検査・除染の実施地点）
E ―- ＾ ” .... "ア山( ― 霞怜U』

／ 
げ郎
.^.t・ 一 宮崎県

，，r'-・-:.> 避難元

ハ`、ス・自家用車等で避難

冒――----------------̀  

［ 避難退域時検査・除染 ｀ 
シ ．＼： □59←ミ冒―
▲"tlJ 

ふ ］／1於L忍二／8: 

|Qり避難者受入れ先関係市111r| 『1111ら ※原則として避難先となる市町に一ヵ所，
ずつ設置する救護所等で実施 I 

` -------------------------' 
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